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整理
番号

都道
府県

事業実施地区名 主な事業内容
総事業費
（百万円）

主な便益
（※）

B／C
事業実施

主体

代
表
事
例

1 青森県
長後

（ちょうご）

集水井工：９基
集排水ボーリング工：8,362.2m
ボーリング暗渠工：700m
アンカー工：20本
排土工：281m3
山腹工：0.39ha

1,659

・土砂流出
防止便益
・土砂崩壊
防止便益

2.87 青森県

2 青森県
芦萢

（あしやち）

集水井工：５基
集排水ボーリング工：5,580m
土留工：35m
ボーリング暗渠工：460ｍ
渓間工：５基
山腹工：0.15ha

797
・山地災害
防止便益 2.11 青森県

3 山形県
御館山

（おだてやま）

排土工：80,000ｍ3
集水井工：２基
ボーリング暗渠工：4,085ｍ
アンカー工：70本
谷止工：４基

987

・土砂流出
防止便益
・土砂崩壊
防止便益

1.63 山形県

4 静岡県
下里

（くだり）

集水井工：４基
ボーリング暗渠工：12,392ｍ
アンカー工：2,387ｍ
水路工：310ｍ
山腹緑化工：8,500ｍ2

1,520

・土砂流出
防止便益
・土砂崩壊
防止便益

1.63 静岡県

5 和歌山県
宮井

（みやい）

集水井工：21 基
集水ボーリング工：33,860ｍ
排水ボーリング工：2,725ｍ
水路工：1,414ｍ
ボーリング暗渠工：4,004ｍ
杭工：129 本

3,722

・土砂流出
防止便益
・土砂崩壊
防止便益

1.79 和歌山県

6 愛媛県
川下

（かわしも）

集水井工：20 基
集水ボーリング工：20,422ｍ
排水ボーリング工：881ｍ
暗渠ボーリング工：5,605ｍ

2,875

・土砂流出
防止便益
・土砂崩壊
防止便益

1.62 愛媛県

7 宮崎県
長薮

（ながやぶ）

谷止工：２基
排土工：12,924m3
アンカー工：239本
法枠工：4,000ｍ2
地下水排除工

1,149

・土砂崩壊
防止便益
・土砂流出
防止便益

1.95 宮崎県

8 宮崎県
竹元谷

（たけもとだに）
排土工：24,506m3
アンカー工：547本 2,009

・土砂流出
防止便益
・土砂崩壊
防止便益

3.27 宮崎県

令和７年度　民有林補助治山事業　期中の評価実施地区一覧表

（※）主な便益は、中区分のうち評価額の大きい上位２の便益を記載している。
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様式 2 

期 中 の 評 価 個 表　（案）
整理番号 

事業名 
民有林補助治山事業 
（地すべり防止） 

都道府県名 青森県 

地区名 長後（ちょうご） 計画期間 平成 24 年度～令和 10 年度(17 年間) 

市町村名 佐井村（さい） 実施主体 青森県 

 事業の概要・目的 本地区は、青森県下北
しもきた

半島の西部、佐井村に位置している地すべり地である。 

地質は新第三紀長浜
ながはま

層の泥質岩を基質とする粘板岩やチャート、凝灰岩を取り込

んだ混在岩を主体としており、斜面に対して流れ盤構造となっている。 

 下北半島の重要なライフラインである国道338号を巻き込む形で道路や人家裏

の擁壁にクラックが発生するなどの地すべり現象が確認されたことから、人家や

国道等への被害を未然に防止するために、本地区を新たに地すべり防止区域に指

定し、平成24年度から地すべり防止事業に着手した。  

 しかし、２ブロック（2-1-5・2-1-6ブロック）において令和４年８月の大雨に

より地すべり性と想定される滑動や段差亀裂、さらには表層崩壊が発生し、令和

５年から令和７年にかけて現地調査、歪・水位計観測及び伸縮計観測を行い、地

すべり性の変状であることが確認された。このため、地すべりの安定を図るため

にはアンカー工や排土工等を追加する必要が生じたことから、現行の全体計画を

見直し、総事業費の増額及び計画期間の延長を行う。 

 （「林野公共事業の事業評価実施要領」第７の２の②に基づく期中評価と併せ

て事業計画の変更を実施する。） 

＜現行の全体計画＞ 

・主な事業内容：集水井工 ９基、集排水ボーリング工 7,720.0ｍ、

ボーリング暗渠工 700ｍ、山腹工 0.22ha 

・計画期間  ：平成24年度～令和７年度 

・総事業費  ：1,229,140千円（税抜き:1,131,619千円） 

＜見直し後の全体計画＞ 

・主な事業内容：集水井工 ９基、集排水ボーリング工 8,362.5ｍ、

ボーリング暗渠工 700ｍ、山腹工 0.39ha、アンカー工 20本、 

排土工 281m3 

・計画期間  ：平成24年度～令和10年度 

・総事業費  ：1,658,958千円（税抜き:1,522,363千円） 

①費用便益の算定基

礎となった要因の

変化

本事業の費用便益分析における主な便益は山地保全便益であり、集水井工、山

腹工、アンカー工等の施工により地すべりを抑制・抑止し、崩壊の発生や下流域

への土砂流出を防止する効果を算定したものである。 

前回評価時点と比べ、調査結果に基づきアンカー工等を追加したことにより総

費用(C)が増加しており、B/Cが減少している。 

なお、令和７年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

総 便 益(B)     5,206,439千円（令和５年度評価時点：4,728,115千円） 

総 費 用(C)    1,812,208千円（令和５年度評価時点：1,366,370千円） 

分析結果(B/C)    2.87   （令和５年度評価時点：3.46） 
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 ②森林・林業情勢、

農山漁村の状況そ

の他の社会経済情

勢の変化 

 本地区の森林状況は人工林が６割、天然林が４割となっており、スギ人工林が

多くなっている。また、下流域には人家や国道、農地等の保全対象が存在してい

る。 

 なお、前回の評価時点から保全対象に変化はない。 

主な保全対象：人家28戸、国道1,000ｍ、農地1.8ha 

 ③事業の進捗状況  これまでの対策工事により地すべり活動に伴う大きな変位は観測されていな

い。対策を必要とする３つの地すべりブロックのうち、直下に長後集落を抱える

最も優先度が高い１ブロックについては、対策工事が全て完了している。また、

国道及び下方斜面で亀裂や崩壊が発生し、次いで優先順位の高い３ブロックにつ

いても対策工事が完了している。残る２ブロックについては、現在、集水井工、

山腹工、アンカー工等の対策工事を進めており、令和７年度末の進捗率は今回の

計画変更により約82％となる見込みである。 

・令和７年度末進捗状況：集水井工 ９基、集排水ボーリング工 8,157.5ｍ 

             ボーリング暗渠工 700ｍ、 

山腹工 0.22ha  

 ④関連事業の整備状

況 

なし 

 ⑤地元（受益者、地

方公共団体等）の

意向 

（佐井村） 

 地すべりブロック直下に人家があり、長後地区と佐井村役場を結ぶ重要なライ

フラインである国道 338 号が地すべりブロックを横断していることから、住民の

安全・安心を確保するために当該工事の早期・確実な完成を要望する。 

 ⑥事業コスト縮減等

の可能性 

 地下水の排除を目的とする集水井工等の抑制工を主体として選択し、かつ排水

効果の高い箇所から計画的に施工を実施するとともに、対策の効果を検証しつ

つ、実施年度ごとに経済比較に基づく工法採用や材料選定に努めている。 

 また、山腹工の実施に当たり、樹木を極力伐採しないで斜面の安定化を図るノ

ンフレーム工法を採用し、地域の景観の保全に取り組んでいる。 

 ⑦代替案の実現可能

性 

地すべり調査業務の結果により、現時点において最も確実性が高く効果的かつ

効率的な工種・工法を採用しており、代替案はない。 

 評価結果及び事業の

実施方針 

 

 

・必要性： 今後の豪雨等により地すべりが発生すれば、保全対象である人家や

道路に大きな被害を及ぼすおそれがあり、地元からも対策を強く要望

されていたところ。本事業を実施し、森林の有する公益的機能を高度

に発揮させることにより、国土の保全と民生の安定に資するため、事

業の必要性が認められる。 

 

・効率性： 対策工の計画にあたっては、現地調査の結果等を踏まえ、現地にお

いて最も確実性が高く効果的かつ効率的な対策工の組み合わせにより

コスト縮減に努めていることから、事業の効率性が認められる。 

 

・有効性： 本事業の実施により、人家や道路等の保全が図られ、民生の安全・

安心が確保されるため、本事業の有効性が認められる。 

 

・事業の実施方針： 本事業は必要性、効率性、有効性が認められ、また、地元

からは早期・確実な概成の要望も強いことから、事業計画を

変更したうえで、事業を継続することは妥当と判断される。 
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様式１

事 業 名　： 都道府県名： 青森県
施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

土砂流出防止便益 5,151,602

土砂崩壊防止便益 54,837

総　便　益    （Ｂ） 5,206,439

1,812,208

5,206,439

1,812,208

参考 0 0 1

7,163,071

1,647,327

8,774,171

1,577,831

便　益　集　計　表
（治山事業）

地すべり防止事業
長後

大　区　分 備　　　　考

山地保全便益

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.87

費用便益比
(i=0.01)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 5.56

費用便益比
(i=0.02)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 4.35
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評価箇所概要図

地  区 名

青森県

整理番号

事  業 名 民有林補助治山事業（地すべり防止） 長後（ちょうご）

青森県
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全体計画平面図
S=1:1,000

事 業 対 象 区 域

保 全 効 果 区 域

保 全 対 象

凡　　例

国道338号

長後集落

漁港

国道338号

平　面　図

② クラックの状況① 保全対象（人家、国道338号）

③ 集水井工と集水ボーリング工

④ 地すべりによる段差地形

①

④

② ③

１ブロック２ブロック
３ブロック
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様式３-様式４

都道府県名： 青森県

（単位：千円）

× 1.7317 0 × 0.1583 0
83,632 × 1.6651 106.2 128,241 0 × 0.1522 0
68,870 × 1.6010 105.0 102,700 0 × 0.1463 0
46,035 × 1.5395 102.1 67,886 0 × 0.1407 0
99,019 × 1.4802 101.5 141,225 0 × 0.1353 0

129,551 × 1.4233 102.3 176,279 0 × 0.1301 0
104,940 × 1.3686 102.0 137,707 6,948 × 0.1251 869
60,936 × 1.3159 101.5 77,263
63,636 × 1.2653 101.0 77,968
77,273 × 1.2167 100.0 91,950
90,909 × 1.1699 101.5 102,477
89,708 × 1.1249 100.9 97,812
62,975 × 1.0816 98.8 67,424

133,423 × 1.0400 97.8 138,760
137,274 × 1.0000 97.8 137,274
108,182 × 0.9615 104,017
129,182 × 0.9246 119,442
36,818 × 0.8890 32,731

0 × 0.8548 0
0 × 0.8219 0
0 × 0.7903 0
0 × 0.7599 0
0 × 0.7307 0
0 × 0.7026 0
0 × 0.6756 0
0 × 0.6496 0
0 × 0.6246 0

6,948 × 0.6006 4,173
0 × 0.5775 0
0 × 0.5553 0
0 × 0.5339 0
0 × 0.5134 0
0 × 0.4936 0
0 × 0.4746 0
0 × 0.4564 0
0 × 0.4388 0
0 × 0.4220 0

6,948 × 0.4057 2,819
0 × 0.3901 0
0 × 0.3751 0
0 × 0.3607 0
0 × 0.3468 0
0 × 0.3335 0
0 × 0.3207 0
0 × 0.3083 0
0 × 0.2965 0
0 × 0.2851 0

6,948 × 0.2741 1,904
0 × 0.2636 0
0 × 0.2534 0
0 × 0.2437 0
0 × 0.2343 0
0 × 0.2253 0
0 × 0.2166 0
0 × 0.2083 0
0 × 0.2003 0
0 × 0.1926 0

6,948 × 0.1852 1,287
0 × 0.1780 0

0 × 0.1712 0

0 × 0.1646 0 合　計
Ｃ＝ 千円

デフレーター：厚生労働省毎月勤労統計調査「実質賃金指数－決まって支給する給与（３０人以上）」

2071

2072
2073
2074
2075
2076
2077
2078

2066
2067
2068
2069
2070

2061
2062
2063
2064
2065

2056
2057
2058
2059
2060

2051
2052
2053
2054
2055

2046
2047
2048
2049
2050

2041
2042
2043
2044
2045

2037
2038
2039
2040

2031
2032
2033
2034
2035

2028
2029
2030

2021
2022
2023
2024
2025

2036

費 用 集 計 表
（治山事業）

地すべり防止事業
長後

事業費 割引率
デフレー

ター
現在価値額 事業費

事 業 名 ：

施行箇所 ：

年度 年度 割引率
デフレー

ター
現在価値額

1,812,208
1,812,208

2016
2017
2018
2019
2020

2011
2012
2013
2014
2015

2026
2027
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山地保全便益 千円

　土砂流出防止便益

T-1 Ｙ

ｔ ｔ
ｔ = １ ｔ =T

Ｕ： 下流のダムに堆積した１ｍ３の土砂を除去するコスト（円／ｍ３）

Ｖ1： 事業実施前における１ha当りの年間流出土砂量（ｍ３） 多
出典：「治山全体調査の考え方進め方」「森林の公益的機能に関する文献要約集」「森林水文」

Ｖ2： 事業実施後における１ha当りの年間流出土砂量（ｍ３）  
出典：「治山全体調査の考え方進め方」「森林の公益的機能に関する文献要約集」「森林水文」

Ａ： 事業対象区域面積（ｈａ）

Ｔ： 整備期間

Ｙ： 評価期間

t： 経過年数(治山事業の便益の算出に当たっては、各年度の事業費の累計を用いている。）

i: 社会的割引率（0.04）

事業効果面積： 経過年ごとに発生する事業対象区域面積に対して､それぞれ年間流出土砂量等の安定する期間（ｔ/Ｔ）を考慮して面積に換算して年度ごとに累計した面積

年度
社会的割

引率

事業対象
区域面積

ha

効果額
千円

現在価値
化 千円

2011 1.7317 0.00
2012 1.6651 2.39 8,947 14,898
2013 1.6010 4.36 16,322 26,132
2014 1.5395 5.67 21,227 32,679
2015 1.4802 8.50 31,821 47,101
2016 1.4233 12.20 45,673 65,006
2017 1.3686 15.20 56,904 77,879
2018 1.3159 16.94 63,418 83,452
2019 1.2653 18.76 70,231 88,863
2020 1.2167 20.97 78,505 95,517
2021 1.1699 23.57 88,238 103,230
2022 1.1249 26.13 97,822 110,040
2023 1.0816 27.93 104,561 113,093
2024 1.0400 31.74 118,824 123,577
2025 1.0000 35.66 133,499 133,499
2026 0.9615 38.75 145,067 139,482
2027 0.9246 42.44 158,881 146,901
2028 0.8890 43.50 162,850 144,774
2029 0.8548 43.50 162,850 139,204
2030 0.8219 43.50 162,850 133,846
2031 0.7903 43.50 162,850 128,700
2032 0.7599 43.50 162,850 123,750
2033 0.7307 43.50 162,850 118,994
2034 0.7026 43.50 162,850 114,418
2035 0.6756 43.50 162,850 110,021
2036 0.6496 43.50 162,850 105,787
2037 0.6246 43.50 162,850 101,716
2038 0.6006 43.50 162,850 97,808
2039 0.5775 43.50 162,850 94,046
2040 0.5553 43.50 162,850 90,431
2041 0.5339 43.50 162,850 86,946
2042 0.5134 43.50 162,850 83,607
2043 0.4936 43.50 162,850 80,383
2044 0.4746 43.50 162,850 77,289
2045 0.4564 43.50 162,850 74,325
2046 0.4388 43.50 162,850 71,459
2047 0.4220 43.50 162,850 68,723
2048 0.4057 43.50 162,850 66,068
2049 0.3901 43.50 162,850 63,528
2050 0.3751 43.50 162,850 61,085
2051 0.3607 43.50 162,850 58,740
2052 0.3468 43.50 162,850 56,476
2053 0.3335 43.50 162,850 54,310
2054 0.3207 43.50 162,850 52,226
2055 0.3083 43.50 162,850 50,207
2056 0.2965 43.50 162,850 48,285
2057 0.2851 43.50 162,850 46,429
2058 0.2741 43.50 162,850 44,637
2059 0.2636 43.50 162,850 42,927
2060 0.2534 43.50 162,850 41,266
2061 0.2437 43.50 162,850 39,687
2062 0.2343 43.50 162,850 38,156
2063 0.2253 43.50 162,850 36,690
2064 0.2166 43.50 162,850 35,273
2065 0.2083 43.50 162,850 33,922
2066 0.2003 43.50 162,850 32,619
2067 0.1926 43.50 162,850 31,365
2068 0.1852 43.50 162,850 30,160
2069 0.1780 43.50 162,850 28,987

山腹崩壊地 600.00

4,656,201

事業対象区域

t 1 （Ｖ1-Ｖ2)×Ａ×Ｕ
Ｂ＝ Σ ＋ Σ ×

　Ｔ×（１＋ｉ） （１＋ｉ） 1.0

6,253
出典：（一社）ダム水源地土砂対策技術研究会「ダム堆積対策工法の概要」2014

整備済森林 1.30

2.39 ～ 43.50

17

67
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2070 0.1712 43.50 162,850 27,880
2071 0.1646 43.50 162,850 26,805
2072 0.1583 43.50 162,850 25,779
2073 0.1522 43.50 162,850 24,786
2074 0.1463 43.50 162,850 23,825
2075 0.1407 43.50 162,850 22,913
2076 0.1353 43.50 162,850 22,034
2077 0.1301 43.50 162,850 21,187
2078 0.1251 43.50 162,850 20,373

合計 4,656,201
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山地保全便益 千円

　土砂流出防止便益
　　保全効果区域

Ｙ

ｔ
ｔ = １

Ｕ：
出典：（一社）ダム水源地土砂対策技術研究会「ダム堆積対策工法の概要」2014

Ｖ1： 多
出典：「治山全体調査の考え方進め方」「森林の公益的機能に関する文献要約集」「森林水文」

Ｖ2： 保全効果区域における現在の１ha当りの年間流出土砂量（ｍ
３
）  

出典：「治山全体調査の考え方進め方」「森林の公益的機能に関する文献要約集」「森林水文」
Ａ： 保全効果区域面積（ｈａ）

Ｙ： 評価期間

i: 社会的割引率（0.04）

年度 社会的割引率 t/Y 事業効果面積　ha 効果額 千円 現在価値化　千円

2011 1.7317
2012 1.6651 0.0149 0.63 35 58
2013 1.6010 0.0299 1.15 129 207
2014 1.5395 0.0448 1.50 252 388
2015 1.4802 0.0597 2.25 503 745
2016 1.4233 0.0746 3.23 902 1,284
2017 1.3686 0.0896 4.02 1,348 1,845
2018 1.3159 0.1045 4.48 1,753 2,307
2019 1.2653 0.1194 4.96 2,217 2,805
2020 1.2167 0.1343 5.54 2,785 3,389
2021 1.1699 0.1493 6.23 3,482 4,074
2022 1.1249 0.1642 6.91 4,248 4,779
2023 1.0816 0.1791 7.38 4,948 5,352
2024 1.0400 0.1940 8.39 6,093 6,337
2025 1.0000 0.2090 9.43 7,378 7,378
2026 0.9615 0.2239 10.25 8,592 8,261
2027 0.9246 0.2388 11.22 10,031 9,275
2028 0.8890 0.2537 11.50 10,922 9,710
2029 0.8548 0.2687 11.50 11,568 9,888
2030 0.8219 0.2836 11.50 12,210 10,035
2031 0.7903 0.2985 11.50 12,851 10,156
2032 0.7599 0.3134 11.50 13,493 10,253
2033 0.7307 0.3284 11.50 14,138 10,331
2034 0.7026 0.3433 11.50 14,780 10,384
2035 0.6756 0.3582 11.50 15,421 10,418
2036 0.6496 0.3731 11.50 16,063 10,435
2037 0.6246 0.3881 11.50 16,709 10,436
2038 0.6006 0.4030 11.50 17,350 10,420
2039 0.5775 0.4179 11.50 17,992 10,390
2040 0.5553 0.4328 11.50 18,633 10,347
2041 0.5339 0.4478 11.50 19,279 10,293
2042 0.5134 0.4627 11.50 19,920 10,227
2043 0.4936 0.4776 11.50 20,562 10,149
2044 0.4746 0.4925 11.50 21,203 10,063
2045 0.4564 0.5075 11.50 21,849 9,972
2046 0.4388 0.5224 11.50 22,490 9,869
2047 0.4220 0.5373 11.50 23,132 9,762
2048 0.4057 0.5522 11.50 23,773 9,645
2049 0.3901 0.5672 11.50 24,419 9,526
2050 0.3751 0.5821 11.50 25,061 9,400
2051 0.3607 0.5970 11.50 25,702 9,271
2052 0.3468 0.6119 11.50 26,344 9,136
2053 0.3335 0.6269 11.50 26,989 9,001
2054 0.3207 0.6418 11.50 27,631 8,861
2055 0.3083 0.6567 11.50 28,272 8,716
2056 0.2965 0.6716 11.50 28,914 8,573
2057 0.2851 0.6866 11.50 29,560 8,428
2058 0.2741 0.7015 11.50 30,201 8,278
2059 0.2636 0.7164 11.50 30,843 8,130
2060 0.2534 0.7313 11.50 31,484 7,978
2061 0.2437 0.7463 11.50 32,130 7,830
2062 0.2343 0.7612 11.50 32,771 7,678
2063 0.2253 0.7761 11.50 33,413 7,528
2064 0.2166 0.7910 11.50 34,054 7,376
2065 0.2083 0.8060 11.50 34,700 7,228
2066 0.2003 0.8209 11.50 35,342 7,079
2067 0.1926 0.8358 11.50 35,983 6,930
2068 0.1852 0.8507 11.50 36,625 6,783
2069 0.1780 0.8657 11.50 37,270 6,634
2070 0.1712 0.8806 11.50 37,912 6,491
2071 0.1646 0.8955 11.50 38,553 6,346
2072 0.1583 0.9104 11.50 39,195 6,205
2073 0.1522 0.9254 11.50 39,841 6,064
2074 0.1463 0.9403 11.50 40,482 5,923
2075 0.1407 0.9552 11.50 41,123 5,786
2076 0.1353 0.9701 11.50 41,765 5,651
2077 0.1301 0.9851 11.50 42,411 5,518
2078 0.1251 1.0000 11.50 43,052 5,386
合計 495,401

Ｂ＝ Σ
Ｙ×1.0×(１＋i）

495,401

67

事業を実施しない場合に想定される保全効果区域における将来の年間流出土砂量（ｍ
３
） 山腹崩壊地 600.00

整備済森林 1.30

11.50

下流のダムに堆積した１ｍ３の土砂を除去するコスト（円／ｍ３） 6,253

（Ｖ1-Ｖ2)×ｔ×Ａ×Ｕ
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山地保全便益 千円

　土砂崩壊防止便益

T-1 Y

ｔ ｔ
ｔ = １ ｔ =T

Ｕ： 下流のダムに堆積した１ｍ３の土砂を除去するコスト（円／ｍ３）

Ｖ： 崩壊見込み量（m3/年）
306.69 ： 調査測量設計委託報告書等、引用

Ｔ： 整備期間（便益の算出に当たっては､整備期間までの事業費の合計を用いている。）

ｔ： 経過年数(治山事業の便益の算出に当たっては、各年度の事業費の累計を用いている。）

Ｙ： 評価期間

i: 社会的割引率（0.04）

年度 社会的割引率 崩壊見込み量 m3 効果額 千円 現在価値化 千円

2011 1.7317
2012 1.6651 16.84 105 175
2013 1.6010 30.73 192 307
2014 1.5395 39.99 250 385
2015 1.4802 59.96 375 555
2016 1.4233 86.06 538 766
2017 1.3686 107.19 670 917
2018 1.3159 119.46 747 983
2019 1.2653 132.28 827 1,046
2020 1.2167 147.86 925 1,125
2021 1.1699 166.16 1,039 1,216
2022 1.1249 184.23 1,152 1,296
2023 1.0816 196.93 1,231 1,331
2024 1.0400 223.79 1,399 1,455
2025 1.0000 251.46 1,572 1,572
2026 0.9615 273.26 1,709 1,643
2027 0.9246 299.27 1,871 1,730
2028 0.8890 306.69 1,918 1,705
2029 0.8548 306.69 1,918 1,640
2030 0.8219 306.69 1,918 1,576
2031 0.7903 306.69 1,918 1,516
2032 0.7599 306.69 1,918 1,457
2033 0.7307 306.69 1,918 1,401
2034 0.7026 306.69 1,918 1,348
2035 0.6756 306.69 1,918 1,296
2036 0.6496 306.69 1,918 1,246
2037 0.6246 306.69 1,918 1,198
2038 0.6006 306.69 1,918 1,152
2039 0.5775 306.69 1,918 1,108
2040 0.5553 306.69 1,918 1,065
2041 0.5339 306.69 1,918 1,024
2042 0.5134 306.69 1,918 985
2043 0.4936 306.69 1,918 947
2044 0.4746 306.69 1,918 910
2045 0.4564 306.69 1,918 875
2046 0.4388 306.69 1,918 842
2047 0.4220 306.69 1,918 809
2048 0.4057 306.69 1,918 778
2049 0.3901 306.69 1,918 748
2050 0.3751 306.69 1,918 719
2051 0.3607 306.69 1,918 692
2052 0.3468 306.69 1,918 665
2053 0.3335 306.69 1,918 640
2054 0.3207 306.69 1,918 615
2055 0.3083 306.69 1,918 591
2056 0.2965 306.69 1,918 569
2057 0.2851 306.69 1,918 547
2058 0.2741 306.69 1,918 526
2059 0.2636 306.69 1,918 506
2060 0.2534 306.69 1,918 486
2061 0.2437 306.69 1,918 467
2062 0.2343 306.69 1,918 449
2063 0.2253 306.69 1,918 432
2064 0.2166 306.69 1,918 415
2065 0.2083 306.69 1,918 400
2066 0.2003 306.69 1,918 384
2067 0.1926 306.69 1,918 369
2068 0.1852 306.69 1,918 355
2069 0.1780 306.69 1,918 341
2070 0.1712 306.69 1,918 328
2071 0.1646 306.69 1,918 316
2072 0.1583 306.69 1,918 304
2073 0.1522 306.69 1,918 292
2074 0.1463 306.69 1,918 281
2075 0.1407 306.69 1,918 270
2076 0.1353 306.69 1,918 260
2077 0.1301 306.69 1,918 250
2078 0.1251 306.69 1,918 240
合計 54,837

54,837

　　施設整備主体

Ｂ＝ Σ

67

t 1
U × V

6,253

306.69

17

＋ Σ ×
　Ｔ×（１＋ｉ） （１＋ｉ）

出典：（一社）ダム水源地土砂対策技術研究会「ダム堆積対策工法の概要」2014、国土交通省「令和4年度施工パッケージ型積算方式標準単価表」
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様式 2 

期 中 の 評 価 個 表
整理番号 

事業名 
民有林補助治山事業 

（地すべり防止） 
都道府県名 青森県 

地区名 芦萢（あしやち） 計画期間 平成 27 年度～令和 10 年度(14 年間) 

市町村名 深浦町(ふかうら) 実施主体 青森県 

 事業の概要・目的 本地区は二級河川吾妻
あ づ ま

川上流域に位置し、地すべりが発生しやすい地質的特性

(第三紀層地すべり）に加え、積雪深150cmを超える豪雪地帯となっている。 
よこいちざわ

平成25年の融雪によりＡ－１ブロック末端の横市沢右岸及びＡ－２ブロックの

作業道斜面が崩落したことに伴い、平成26年に本地区の調査を行った。 

調査の結果、平成27年に本地区を地すべり防止区域に指定し、地域住民の

安全・安心の確保を図るため集水井工や集排水ボーリング、渓間工等の対策工

を実施する地すべり防止事業に着手した。 

・主な事業内容：集水井工 ５基、集水ボーリング工 5,580ｍ、土留工35ｍ、

ボーリング暗渠工460ｍ、渓間工 ５基、山腹工 0.15ha 

・総事業費：797,189千円（税抜き727,095千円）

①費用便益の算定基礎
となった要因の変化

本事業の費用便益分析による便益は災害防止便益であり、対策工を講じない場

合に地すべり等が発生した際の家屋や道路、橋梁等の想定被害額を算出し便益と

して算定したものである。 

総 便 益(B)     1,713,255千円  

総 費 用(C)  811,642千円 

分析結果(B/C)  2.11 

②森林・林業情勢、農
山漁村の状況その他
の社会経済情勢の変
化

本地区は下流域に人家(８戸)、農地(0.06ha)、長 慶
ちょうけい

平
だいら

集落の重要なアクセス

ラインである町道長慶平１号線(4.6ｋｍ)、二級河川吾妻川等が存在している。

主な保全対象：家屋８戸、農地0.06ha、市道4.6ｋｍ、橋梁11箇所 

③事業の進捗状況  これまでの対策工事により地すべり活動に伴う大きな変位は観測されていな

い。 

令和７年度末の進捗率は約75％となる見込みである。 

・令和７年度末進捗状況：集水井工５基、集排水ボーリング工4,230ｍ

 ボーリング暗渠工460ｍ、土留工35ｍ 

④関連事業の整備状況 なし 

⑤地元（受益者、地方
公共団体等）の意向

（深浦町） 

地すべりが発生しやすい地質的特性(第三紀層地すべり）に加え、芦萢集落と

深浦町街地を連絡する町道（長慶平 1 号線）が豪雨のため、地すべり被害を受け

たことから、地元住民の安全･安心の確保へ地すべり防止対策を実施するよう強

く要望する。 

２

（案）
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 ⑥事業コスト縮減等の
可能性 

地下水の排除を目的とする集水井工等の抑制工を主体として実施し、対策の効

果を検証しつつ排水効果の高い箇所から計画的に施工を進めている。 

 ⑦代替案の実現可能性 地すべり調査業務の結果を踏まえ、現時点において最も確実性が高く効果的か

つ効率的な工種・工法を採用しており、代替案はない。 

 評価結果及び事業の実
施方針 

 

・必要性： 今後の豪雨等により地すべりが発生すれば保全対象である人家や道

路に大きな被害を及ぼすおそれがあり、地元からも対策を強く要望さ

れていたところ。本事業を実施し森林の有する公益的機能を高度に発

揮させることにより、国土の保全と民生の安定に資するため、事業の

必要性が認められる。 

 

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地調査等の結果を踏まえ現地におい

て最も確実性が高く効果的かつ効率的な対策工の組み合わせによりコ

スト縮減を図っており、事業の効率性が認められる。 

 

・有効性： 本事業の実施により人家や道路等の保全が図られ、民生の安全・安

心の確保が見込まれるため、本事業の有効性が認められる。 

 

・事業の実施方針： 本事業は必要性、効率性、有効性が認められ、また、地元

からは早期・確実な概成の要望も強いことから、事業を継続

することは妥当と判断される。 
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様式１

事 業 名　： 都道府県名： 青森県
施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

山地災害防止便益 1,713,255

総　便　益    （Ｂ） 1,713,255

811,642

1,713,255

811,642

参考 1,713,255 　

2,393,590

773,374

2,942,999

758,957

費用便益比
（ｉ＝０．０１）

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.88

費用便益比
（ｉ＝０．０２）

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.09

災害防止便益

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.11

便　益　集　計　表
（治山事業）

備　　　　考

地すべり防止事業
芦萢

大　区　分
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評価箇所概要図

地  区 名

青森県

都道府県位置図

整理番号

事  業 名 民有林補助治山事業（地すべり防止） 芦萢（あしやち）

１９８

２
０
６

１
９
０

１
６
０

１９０

２００

 3号: 96.4m

W-5

 2号: 67.3m

W-2
W-1

仮設道路(L=549.2m)

 1号:385.5m

東
股
沢

横
市
沢

深浦町

長慶平

薄月

芦萢

西芦萢

大林寺

東股沢橋

白滝橋
桜橋

横市橋

薄月橋

望月橋

長慶平集会所

東股沢川

東股沢川

１
３
０

（土）

（岩）

トカゲ橋

長慶平小・中学校

２０２．５

１９５．２

２０６．１

２００．３

１８８．５

１４９。５

１５４。８

１５８。３

１４４。３

１４６。７

１４３。４

１９３。６

１４８．３

１５９．８

１９０．８

１５２。７

１５２。５

１５４。５

１４８。４
１４９。８

１５０

１７３。７

１６０。４

１６５。１

１６２。２

１６８。８

１７６。８

２０９。４

１７２。４

１５８。２

１５８。８

１５９。５

１８６。９

１９３。３

１９８。３

２１４。４

１６２。４

２０２。４

２０５。２

２１２。０

１９８。９

２０５．４

２０９．５

１９７．５

２１５．９

２０７．３

２０４．８

１９３。８

１９４。６

１９７。９

１９７。８

２０４．９

２３５．９

２４６．５
２５１．７

２４８．３

２３１．８

２２４．７

１９３．４

２３６．５

２２７．４

２７６．４

２７３．６

１９２。２

２６７．２

２５３．９

２４７．０

２４３。８

２３５。８

２２２。０

２１２。７

２００。１

２３８．７

２８８．４

２９１．３

２９２．９

２８５．５

３１５．０

２９０．７

２６２．５

３０５．２

２１３。０

２３０。８

２１５。６

２１８。１

２２３。５

２２６。１

２０５。３

２４４。６

２４２．５

２３４．３

２６２．５

２５１．９

２４２．２

２６６．６

２８２．６

２０３。５

１４２。７

１２４。８

１４５。８

１２９。５

１２６。８

１５１．３

１５７．９

１５７．３

１６１．８

１８８．３

１３４。１

１３６。０

１３７。１

１３８。４

１５８．３

１８３．２

２０１．１

１９８．４ ２０４．１

２１０．４

２１０．６

１５７．４

１３６．４

２２４．１

１１８。８
１３４。７

１１９。４

１５６．５

１２３。５

１２０。１

１３７．７

１６２．６

２７１．４

１８２．７

２１０．９

３６４．４

２８７．２

２５２．２

２２５．４

２４４．４

２７４．５

１８４．６

１８１．１

１８２．８

２０２．３

３０４．９

３５４．７

２８０．６

２８４．１

３１２．３

１４２。２

１４０。２

１７６．４

１７２．５

１９７．７

２１５．７

２０２．７

１９９．３

２６１．６

２５４．０

２０２．４

１８５．０

１２７．９

１３１．９

１４６．２

１３９．４

１５０．４

１９９．７

２６９．４

２２６．３

２１６．８

２０７．７

２４９．３

２５８．８

１６５．９

１５６．５

１８１．９

１７３．８

２００．３

１８９．９

２１４．７

２２５．８

２１７．０

２１４．５

２３１．７

２２６．１

２２５．４

２３７．６

２５８．４

２２８．８

深浦山国有林

3052林班

深浦山国有林

　3050林班

深浦山国有林

3057林班

深浦山国有林

3054林班

深浦山国有林

3055林班

A-5ブロック

A-1ブロック

A-6ブロック

A-4ブロック

A-2ブロック

Bブロック
Aブロック

A-3ブロック

標柱4

標柱7

標柱8

標柱5

標柱6

標柱3

標柱2

標柱1

標柱3

標柱4

標柱8

標柱7

標柱6

標柱15

標柱5

標柱14

標柱9

標柱16

標柱17

標柱20

標柱23

標柱18

標柱21

標柱22

標柱19

標柱2

標柱10

標柱12 標柱11

標柱13

H28年度施工

ボーリング暗渠工

N=9本

ΣL=460m

H28年度施工

カゴ工 L=140m(L=35m×4段)

掘削工 V=70m3

盛土工 V=60m3

法面整形・張芝工 A=200m2

雨量計

R-1

BV27-1

BV27-5

S-4

S-3

BV29-7

A-1-1測線

A-1測線

A-2測線

S-1

防止区域標識

防止区域標識

S-2

国有林内の
崩壊箇所

A-6ブロック脇
の崩壊

A-1-1ブロック

防止区域標識

横
市
沢

２２９。１

BV31-1
BV27-2

BV27-3

BV28-6

BV29-4

BV5-1

W-4

W-3

芦萢

地すべり防止区域 

A=69.85ha

至 芦萢集落

普通河川 東股沢川

薄月集落

至 深浦町役場

②頭部の馬蹄形・くぼ地の形成状況

①保全対象及び計画地全景

令和６年度(ゼロ国)既設

W-4井内集水ボーリング工

L=600.0m（最上段：10本）

①

②

③

③令和2年度(ゼロ国)既設集水井工
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様式 2 

期 中 の 評 価 個 表
整理番号 

事業名 
民有林補助治山事業 

（地すべり防止） 
都道府県名 山形県 

地区名 御館山（おだてやま） 計画期間 平成 27 年度～令和 11 年度(15 年間) 

市町村名 大江町（おおえ） 実施主体 山形県 

 事業の概要・目的 本地区は、山形県のほぼ中央に位置する大江町西部の御館山南西部斜面にあた

り、新第三紀中新世に属する水沢
みずさわ

層が分布する軽石凝灰層を含む地盤が脆弱な地

域である。 

平成26年の融雪時期に山腹斜面の滑落など地すべり活動が確認されたことか

ら、下流域の人家、県道、農地及び一級河川月
つき

布川
ぬの

への被害を未然に防止するた

め、平成27年度から地すべり防止事業に着手した。 

 本事業の着手後、急峻かつ狭隘な山間奥地での施工に加え度重なる激甚災害の

発生により当初の想定よりも事業の進捗が滞っており、事業内容を見直す必要が

生じたことから全体計画を見直し、計画期間の延長を行う。 

（「林野公共事業の事業評価実施要領」第７の２の②に基づく期中評価と併せて

事業計画の変更を実施する。） 

＜現行の全体計画＞ 

・主な事業内容：排土工80,000ｍ3、集水井工２基、ボーリング暗渠工4,085ｍ、

アンカー工70本、谷止工４基

・計画期間 ：平成27年度～令和６年度 

・総事業費 ：987,350千円（税抜き914,213千円） 

＜見直し後の全体計画＞ 

・主な事業内容：排土工40,000ｍ3、集水井工２基、ボーリング暗渠工1,655ｍ、

アンカー工150本、谷止工４基

・計画期間 ：平成27年度～令和11年度 

・総事業費 ：986,906千円（税抜き898,913千円） 

①費用便益分析の算

定基礎となった要

因の変化

 本事業の費用便益分析による主たる便益は山地保全便益であり、人家や一級河

川など下流域の保全対象に不安定土砂が流出する被害から保全する効果を算定し

たものである。 

総 便 益(B)   1,521,234千円 

総 費 用(C) 934,387千円 

分析結果(B/C) 1.63 

②森林・林業情勢、

農山漁村の状況そ

の他の社会経済情

勢の変化

本地区の下流域には、人家や主要地方道、農地等の保全対象が存在している。 

なお、平成27年度の事業着手後、保全対象に変化はない。 

・主な保全対象：人家６戸、一級河川、県道70ｍ、農地1.48ha

３

（案）
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 ③事業の進捗状況  これまでの対策工事により地すべり活動を抑制する効果が発揮されており、地

すべり活動に伴う変状は確認されていない。 

令和７年度末までに、地すべりブロック末端部の安定を図り下流域への土砂流

出を抑制するための谷止工４基が完了し、地すべりブロックの頭部排土工に着手

しており、令和７年度末の進捗率は今回の計画変更により約54％となる見込みで

ある。 

 ④関連事業の整備状

況 

 なし 

 

 ⑤地元（受益者、地

方公共団体等）の

意向 

 平成 26 年に地すべりにより山腹が滑落し下流の渓流に崩落土砂による天然ダ

ムが形成されたことから、地元の不安も大きく、本事業の早期完了を要望されて

いる。 

  

（大江町） 

住民の財産と生命を守るため、継続して事業を実施するよう要望する。 

 ⑥事業コスト縮減等

の可能性 

 比較的コストの低い排土工を抑制工として先行して実施するとともに、その他

工種についても現地において最も確実性が高く効果的かつ効率的な工種を選定

し、コスト縮減に努めている。 

 ⑦代替案の実現可能

性 

 機構調査等の結果を踏まえ、現地において最も確実性が高く効果的・効率的な

工種・工法を採用しており、代替案はない。 

 評価結果及び事業の

実施方針 

 

 

・必要性： 地すべり調査を実施した結果、比較的大きなブロックの地すべりで

あることが判明しており、崩壊地及び直下の渓流内についても大量の

不安定土砂が堆積し、放置すると豪雨等により保全対象である人家・

一級河川月布川等へ大量の土砂が流出し被害が拡大するおそれがある

ため、地元からも対策を強く要望されていたところ。本事業を実施

し、森林の有する公益的機能を高度に発揮させることにより、国土の

保全と民生の安定に資するため、事業の必要性が認められる。 

 

・効率性： 対策工の計画にあたっては、機構調査等の結果を踏まえ、現地にお

いて最も確実性が高く効果的・効率的な対策工の組み合わせによりコ

スト縮減を図っており、事業の効率性が認められる。 

 

・有効性： 本事業の実施により、地すべりブロック内及び直下の人家や道路な

どの公共施設の保全が図られ、民生の安全・安心の確保が見込まれる

ため、本事業の有効性が認められる。 

 

・事業の実施方針： 本事業は必要性・効率性・有効性が認められ、また、地元

からは早期・確実な概成の要望が強いことから、事業計画を

変更した上で事業を継続することが妥当と判断される。 
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様式１

事 業 名　： 都道府県名： 山形県
施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

土砂流出防止便益 1,511,218

土砂崩壊防止便益 10,016

総　便　益    （Ｂ） 1,521,234

934,387

1,521,234

934,387

参考 0 　

2,358,467

926,112

3,043,405

926,633

費用便益比
（ｉ＝０．０１）

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.28

費用便益比
（ｉ＝０．０２）

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.55

山地保全便益

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.63

便　益　集　計　表
（治山事業）

備　　　　考

地すべり防止事業
御館山

大　区　分
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評価箇所概要図

地  区 名

山形県

整理番号

事  業 名 民有林補助治山事業（地すべり防止） 御館山（おだてやま）

山形県

③被害状況：崩壊斜面（全景）

④被害状況：館ノ沢閉塞（天然ダム形成） ⑤被害状況：館ノ沢閉塞による湛水

①対策工実施状況：谷止工（令和７年度施工） ②対策工実施状況：頭部排土工（令和６年度施工）

平面図
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様式 2 

期 中 の 評 価 個 表
整理番号 

事業名 
民有林補助治山事業 

（地すべり防止） 
都道府県名 静岡県 

地区名 下里（くだり） 計画期間 平成 22 年度～令和９年度(18 年間) 

市町村名 浜松市（はままつ） 実施主体 静岡県 

 事業の概要・目的  本地区は、浜松市の北部、旧龍山村
たつやま

に位置しており、基盤地質は三波
さ ん ば

川
がわ

変成岩

類の黒色～緑色片岩であり地盤が脆弱な地域である。 

 平成21年度に林道及び作業道の法留擁壁に異常が発生したことから、林道及び

下流の国道や事業所等への被害を未然に防止するため地すべり防止区域に指定

し、平成22年度から地すべり防止事業に着手した。 

 平成26年度には、豪雨による末端部の崩壊を機に地すべりの再活動とともに新

たなブロックでの地すべりの発生が確認されたことから、再度調査を行った上で

全体計画を見直してボーリング暗渠工を増工し、新たに集水井工、山腹緑化工を

追加した。 

 さらに令和７年度には、工事施工中に集水井１基が天災等の不可抗力により被

災し集水井を再度施工する必要が生じたことから、現行の全体計画を見直し、総

事業費の増額及び計画期間の延長を行う。 

（「林野公共事業の事業評価実施要領」第７の２の③に基づく期中評価と併せて

事業計画の変更を実施する。） 

＜現行の全体計画＞ 

・主な事業内容：集水井工 ４基、ボーリング暗渠工 12,392ｍ

アンカー工 2,387ｍ、山腹緑化工 8,500ｍ2

・計画期間 ：平成22年度～令和５年度 

・総事業費 ：1,048,964千円（税抜き：963,119千円） 

＜見直し後の全体計画＞ 

・主な事業内容：集水井工 ４基、ボーリング暗渠工 12,392ｍ

アンカー工 2,387ｍ、水路工 310ｍ、山腹緑化工 8,500ｍ2

・計画期間 ：平成22年度～令和９年度 

・総事業費 ：1,520,000千円（税抜き：1,394,692千円）  

①費用便益の算定基
礎となった要因の
変化

本事業の費用便益分析における主な便益は山地保全便益であり、集水井工、ア

ンカー工等の施工により地すべり活動を抑制・抑止し崩壊の発生や下流域への土

砂流出を防止する効果を算定したものである。 

 総便益(B)及び総費用(C)は、現在価値化の計算等により前回評価時点と比べ増

加している。また、山地保全便益に用いる単価の上昇により総便益(B)が増加

し、B/Cが増加している。 

令和７年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

総 便 益(B)   2,677,465千円（令和２年度評価時点：1,551,532千円） 

総 費 用(C)  1,646,121千円（令和２年度評価時点：1,023,225千円） 

４

（案）
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 分析結果(B/C)   1.63   （令和２年度評価時点：1.52） 

 ②森林・林業情勢、
農山漁村の状況そ
の他の社会経済情
勢の変化 

 本地区の森林状況は人工林と天然林の割合が７対３となっており、人工林では

スギ、ヒノキが多い。 

保全対象となる国道152号は第２次緊急輸送道路に指定されており、災害発生

時の避難・救助をはじめ物資供給等の応急活動のために緊急車両の通行を確保す

べき重要な路線に位置付けられている。 

なお、平成22年度の事業着手後、保全対象に変化はない。 

 

 ・主な保全対象：国道250ｍ、林道300ｍ、事業所１棟 

 ③事業の進捗状況  これまでの対策工事により地すべり活動に伴う大きな変位は観測されていない

ものの、令和６年度の伸縮計による観測値は最大239㎜/年であり、概成目標とし

て設定した10㎜/年以下の目標達成には至っていない。 

令和７年度末までに集水井工３基、ボーリング暗渠工10,267.6ｍを施工してお

り、進捗率は今回の計画変更により約77％となる見込みである。 

 ④関連事業の整備状
況 

 なし 

 ⑤地元（受益者、地
方公共団体等）の
意向 

（浜松市） 

当該地は地域の大動脈である国道 152 号直上に位置していることから、地すべ

りにより土砂が流出した場合には道路を寸断し甚大な被害が懸念されます。住民

の安全・安心を確保するために当該工事の早期・確実な完成を要望します。 

 ⑥事業コスト縮減等
の可能性 

 地下水の排除を目的とする集水井工等の抑制工を主体として選定し、かつ排水

効果の高い箇所から計画的に施工を実施するとともに、対策の効果を検証しつ

つ、実施年度ごとに経済比較に基づく工法採用や材料選定を実施し、コスト縮減

に努めている。 

また、当地区の地すべり防止区域内には施設が密に整備されているため、令和

元年度にＣＩＭ（地形や構造物の３次元モデル）を構築し、施設計画の効率的・

効果的な配置の検討に活用し、コスト縮減を図っている。 

 ⑦代替案の実現可能
性 

 地すべり防止計画の実施に当たり、機構調査等の結果により現時点において最

も効果的な工法を採用しており、代替案はない。 

 評価結果及び事業の
実施方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・必要性： 平成 26 年に地すべりによる移動土塊の影響範囲を検討したとこ

ろ、最大で 110 万ｍ3 程度であると推測され、地すべり性崩壊により

河川（秋葉
あ き ば

ダム貯水池）が閉塞した場合、下流の道路や事業所等の保

全対象に被害が及ぶおそれがあり、地元からも対策を強く要望されて

いたところ。本事業を実施し、森林の有する公益的機能を高度発揮さ

せることにより、国土の保全と民生の安定に資するため、事業の必要

性が認められる。 

 

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地調査等の結果を踏まえ、現地にお

いて最も確実性が高く効果的かつ効率的な対策工の組み合わせにより

コスト縮減を図っており、事業の効率性が認められる。 

 

・有効性： 本事業の実施により、地すべりブロックの滑動が安定し直下の道
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路・事業所等の保全が図られ、民生の安全・安心の確保が見込まれる

ため、本事業の有効性が認められる。 

 

・事業の実施方針： 本事業は必要性、効率性、有効性が認められ、また、地元 

からは早期・確実な概成の要望も強いことから、事業計画を 

変更した上で、事業を継続することは妥当と判断される。 
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様式１

事 業 名　： 都道府県名： 静岡県
施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

土砂流出防止便益 2,366,986

土砂崩壊防止便益 310,479

総　便　益    （Ｂ） 2,677,465

1,646,121

2,677,465

1,646,121

参考 0 0 1

3,825,783

1,511,138

4,772,672

1,456,013

便　益　集　計　表
（治山事業）

地すべり防止事業
下里

大　区　分 備　　　　考

山地保全便益

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.63

費用便益比
(i=0.01)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.28

費用便益比
(i=0.02)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.53
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地区の概要図（全体計画図等）

評価箇所概要図

地  区 名

静岡県

整理番号

事  業 名 民有林補助治山事業（地すべり防止） 下里（くだり）

④クラックの状況　　 ⑤No.8集水井 　　⑥No.9集水井

①保全対象（林道）　　 ②保全対象（国道152号） 　　③保全対象（事業所）

◎

概 要 図
保全対象
（林道瀬尻線）

保全対象
（国道152号）

保全対象
（事業所）

天
竜
川

事業対象区域

保全効果区域

保全対象

凡　例

①

④

③
②

⑤
⑥
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様式 2 

期 中 の 評 価 個 表
整理番号 

事業名 
民有林補助治山事業 

(地すべり防止) 
都道府県名 和歌山県 

地区名 宮井(みやい) 計画期間 平成 16 年度～令和８年度(23 年間) 

市町村名 新宮市(しんぐう) 実施主体 和歌山県 

 事業の概要・目的 本地区は、和歌山県南部の一級河川熊野川
くまの

上流の新宮市熊野川町宮井
み や い

地区に位

置し、地質は新第三紀層の砂岩・泥岩互層の流れ盤で石炭層を挟んでおり、この

層が地すべり面となっている。 

平成 15 年８月の台風第 10 号に伴う豪雨（総雨量 352ｍｍ）により地すべり区

域の末端部が崩壊し、直下の渓流内に多量の土砂が流出し下流域の人家及び国道

等への被害が生じるおそれがあった。このため、本地区を地すべり防止区域に指

定し、平成 16 年度から地すべり防止事業に着手した。  

その後、平成 19 年台風第４号や平成 26 年台風第 11 号に伴う豪雨等により山

腹崩壊や地すべりの拡大等が発生したことから、全体計画を見直し対策工を実施

しているところである。 

・主な事業内容：集水井工 21 基、集水ボーリング工 33,860ｍ、

排水ボーリング工 2,725ｍ、水路工 1,414ｍ、 

ボーリング暗渠工 4,004ｍ、杭工 129 本、 

アンカー工 226 本、谷止工 ６基、土留工３基、

法枠工 350ｍ2

・総 事 業 費 ：3,721,800 千円(税抜き：3,456,481 千円)

(令和２年度評価時点：3,721,800千円(税抜き：3,456,481千円))

①費用便益分析の算

定基礎となった要

因の変化

本事業の費用便益分析における主な効果は山地保全便益であり、地すべり防

止工の実施により下流域の保全対象である人家・国道等を土砂流出等から保全す

る効果を算定したものである。 

総便益(B)及び総費用(C)は、現在価値化の計算等により前回評価時点と比べ

て増加している。また、山地保全便益に用いる因子の単価が上昇したことにより

総便益(B)が増加し、B/C が増加している。 

令和７年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

総便益(B)  8,567,570 千円 (令和２年度評価時点：4,757,569 千円) 

総費用(C)  4,775,183 千円 (令和２年度評価時点：4,122,623 千円) 

分析結果(B/C)  1.79 (令和２年度評価時点：1.15) 

②森林・林業情勢、

農山漁村の状況そ

の他の社会経済情

勢の変化

本地区の森林状況は人工林が８割、天然林が２割となっており、樹種構成は人

工林ではスギが多く天然林ではシイ・カシ類の常緑性広葉樹が多い。 

集水井工等の対策工により地下水位の低下が見られており、地すべりブロック

の安定化が図られている等、事業効果が発現されている。 

なお、平成16年度の事業着手後、保全対象に変化はない。 

５

（案）
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・主な保全対象：人家 98戸、国道 2,500ｍ、市道 1,200ｍ、農地等 3.12ha 

 ③事業の進捗状況 毎年の観測によると現在も地すべりの活動がみられる状況であることから、早

急に対策工を講じることとしている。 

令和７年度までに集水井工18基、集水ボーリング工26,482ｍ、排水ボーリング

工2,509ｍ、水路工104.7ｍ、ボーリング暗渠工4,004ｍ、アンカー工86本、谷止工

６基、山腹工一式が完了しており、進捗率は約67％になる見込である。 

 ④関連事業の整備状

況 

なし 

 ⑤地元（受益者、地

方公共団体等）の

意向 

（新宮市） 

本地区は地すべりの規模が大きく、地すべりブロックの直下には新宮市と田辺

市を結ぶ基幹道路である国道 168 号が位置しているため、地元の住民から、当該

工事の早期・確実な概成が要望されており、事業の継続を強く要望する。 

 ⑥事業コスト縮減等

の可能性 

地下水の排除を目的とする集水井工を抑制工の主体として選定し、対策の効果

を検証しつつ杭工等の抑止工を最小限に抑える計画をしており、経済比較に基づ

き工種・工法を採用し、コスト縮減に努めている。 

 ⑦代替案の実現可能

性 

現地調査等の結果を踏まえ、現時点において最も確実性が高く効果的かつ効率

的な工種・工法を採用しており、代替案はない。 

 評価結果及び事業の

実施方針 

 

 

・必要性： 地すべりの規模が大きく、活動も活発であることに加え、直下の人

家や道路に被害が及ぶおそれもあり、地元からも対策を強く要望され

ていたところ。本事業を実施し、森林の有する公益的機能を高度に発

揮させることにより、国土の保全と民生の安定に資するため事業の必

要性が認められる。 

 

・効率性： 地すべり対策工の計画に当たっては、現地調査等の結果を踏まえ、

現地において最も確実性が高く効果的かつ効率的な工種・工法により

コスト縮減に努め、総事業費の削減を図っていることから、本事業の

効率性が認められる。 

 

・有効性： 本事業の実施により地すべり活動の抑制が図られ、地すべり直下の

人家・農地等の保全を通じて、民生の安全・安心の確保が見込まれる

ことから、本事業の有効性が認められる。 

 

・事業の実施方針： 本事業は必要性・効率性・有効性が認められ、また、地元

から早期・確実な概成の要望も大きいことから事業を継続す

ることは妥当と判断される。 

なお、事業の実施に当たっては、一層の重点化・効率化を 

図るとともに、景観と環境の保全等にも十分配慮しつつ、継

続して取り組むこととする。 
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様式１

事 業 名　： 都道府県名： 和歌山県
施行箇所 ： （単位：千円）

評価額

8,488,799

78,771

総　便　益    （Ｂ） 8,567,570

4,775,183

8,567,570

4,775,183

参考 0 　　　　　

10,894,025

3,933,948

12,905,223

3,598,309

0 0

Ｂ÷Ｃ＝

便　益　集　計　表
（治山事業）

地すべり防止事業
宮井

大　区　分 備　　　　考中　区　分

土砂流出防止便益

土砂崩壊防止便益

費用便益比
（ｉ＝０．０２）

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.77

費用便益比
（ｉ＝０．０１）

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.59

山地保全便益

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 ＝ 1.79
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評価箇所概要図

地  区 名

和歌山県

都道府県位置図

整理番号

事  業 名 民有林補助治山事業（地すべり防止） 宮井（みやい）

熊野川町宮井

・相須集落 39戸

市道

国道168号

熊野川町和田向

集落 2戸

熊野川町柳原集落

4戸

熊野川町松沢集落

18戸

熊野川町音川集落

35戸

一級河川
熊野川

宮井変電所

500m

② 保全対象（熊野川町宮井・相須集落）① 保全対象（国道168号、宮井変電所）

④ 平成26年に確認した亀裂の状況

⑤ 平成19年台風による山腹崩壊の状況

③ 平成15年に発生した地すべり末端部

における山腹崩壊の状況

①

⑤

②

④

③

保全対象

事業対象区域

保全効果区域

凡　例
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様式 2-2 

期 中  の 評 価 個 表
整理番号 

事業名 
民有林補助治山事業 
（地すべり防止） 

都道府県名 愛媛県 

事業実施地区名 川下（かわしも） 事業計画期間 平成 27 年度～令和 16 年度(20 年間) 

関係市町村名 
久万高原町 

（くまこうげん）
事業実施主体 愛媛県 

事業の概要・目的  本地区は、愛媛県中部の高知県境に位置し、地質は主に泥質岩、石灰岩からな

る複雑で脆弱な構造をなしており、過去に発生した地すべりによる明瞭な滑落崖

や陥没帯等の痕跡が多数存在している。 

 平成 11 年に地すべりの活動が確認されたことから、平成 15 年に本地区を地す

べり防止区域に指定した。 

その後、平成 26 年の集中豪雨により末端部において地すべり性の山腹崩壊が発

生し、大量の土石が下流の河川に流出し、地すべりの活動が活発化した場合、地

すべり直下の夜鳴
よ な る

川及び下流の
おも

面
ご

河川が閉塞するとともに下流域の
ももが

百 ヶ
いち

市集落、

国道・町道・林道等に被害が及ぶ恐れがあったことから、平成 27 年から地すべり

防止事業に着手し地下水排除工を先行して実施してきたところである。 

 しかし、本地区は非常に大規模な地すべりであるため、これまでの対策工の効

果や調査・解析結果等を踏まえ、専門家の助言の下、今後の方針を検討したとこ

ろ、地すべりが斜面の変位現象であることや直接的な影響を受ける保全対象から

距離があることなどを踏まえ、今後は管理型でモニタリングを進めながら斜面安

定度評価等の実施により概成判断を行う方針に変更する必要が生じた。 

これに伴い、施工に時間を要する排水トンネル工を集水井工に変更するなど全

体計画を見直し、総事業費の増額及び計画期間の延長を行う。 

（「林野公共事業の事業評価実施要領」第７の２の②に基づく期中評価と併せて

事業計画の変更を実施する。） 

＜現行の全体計画＞ 

・主な事業内容：集水井工 10 基、集水ボーリング工 8,070ｍ

  排水ボーリング工 439ｍ、排水トンネル工 ２基 

・計画期間 ：平成 27 年～令和８年度 

・総事業費 ：2,700,000 千円（税抜き 2,500,000 千円） 

＜見直し後の全体計画＞ 

・主な事業内容：集水井工 20 基、集水ボーリング工 20,422ｍ

  排水ボーリング工 881ｍ、暗渠ボーリング工 5,605ｍ 

・計画期間 ：平成 27 年～令和 16 年度 

・総事業費 ：2,875,000 千円 （税抜き 2,619,105 千円） 

① 費用便益分

析の算定基礎

となった要因

の変化 

 本事業の費用便益分析による主たる便益は山地保全便益であり、地すべりによ

り被災する恐れのあった人家や道路等を事業実施により地すべりから保全する効

果を算定したものである。 

 総便益(B)及び総費用(C)は、現在価値化の計算等により前回評価時点と比べ増

加している。また、山地保全便益に用いる因子の単価が上昇したことにより総便

益(B)が増加し、B/C が増加している。 

６

( 案 )
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 令和７年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

  

 総 便 益(B)   4,118,388 千円   （平成 27 年度評価時点：2,347,705 千円※） 

 総 費 用(C)   2,542,562 千円   （平成 27 年度評価時点：2,172,932 千円※） 

 分析結果(B/C)      1.62      （平成 27 年度評価時点： 1.08     ） 

② 森林・林業情

勢、農山漁村

の状況その他

の社会経済情

勢の変化 

 保全対象は下流域の人家や国道等であり、前回評価時以降、保全対象に変化は

ない。 

 

・主な保全対象：人家５戸、国道 400ｍ、町道 300ｍ、林道 1,900ｍ、ダム１基 

③ 事業の進捗状

況 

 令和７年度末までに集水井 10 基、山腹工 0.4ha を実施しており、進捗率は今回

の計画変更により約 42％となる見込みである。 

④ 関連事業の整

備状況 

 なし 

 

⑤ 地元（受益

者、地方公共

団体等）の意

向 

（久万高原町） 

当該工事の早期・確実な概成を要望する。 

（川下地区） 

当該工事の早期・確実な概要を要望する。 

⑥ 事業コスト縮

等の可能性 

 

 

 

 施工した集水井について、地下水位の低下状況を把握するとともに地下水の分

布や流動系を適切に評価し今後の対策工の最適な配置決定に努めており、コスト

縮減を図っている。 

 また、地すべり機構を踏まえた斜面安定度評価を整備・実施し、客観的に判断

することで事業の早期概成を図ることとしている。 

⑦ 代替案の実現

可能性 

 地すべり調査・解析から現時点において最も効果的かつ効率的な工種・工法を

採用しており、代替案はない。  

評価結果及び事業

の実施方針 

 

 

 

 

 

 

・必要性： 地すべり性崩壊により下流域の人家や道路に被害が及ぶ恐れがあ

り、地元からも強く要望されていたところ。本事業を実施し、森林の

有する公益的機能を高度に発揮させることにより、国土の保全と民生

の安定に資するため、事業の必要性が認められる。 

 

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地調査等の結果を踏まえ、現地にお

いて最も確実性が高く効果的かつ効率的な対策工の組み合わせにより

コスト縮減を図っており、事業の効率性が認められる。 

 

・有効性： 本事業の実施により、人家や道路等の保全が図られ、民生の安全・

安心の確保が見込まれるため、本事業の有効性が認められる。 

 

・事業の実施方針： 本事業は必要性、効率性、有用性が認められ、また、地元 

からは早期・確実な概成の要望も強いことから、事業計画を 

変更した上で、地下水排除工の効果判定及び斜面安定度評価 

により事業の継続を適時適切に判断しながら進めることは妥 

当と判断される。 

 ※平成 27 年度評価時点における数値については、消費税を含んだ数値である。 
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様式１

事 業 名　： 都道府県名： 愛媛県
施行箇所 ： （単位：千円）

評価額

4,050,369

68,019

総　便　益    （Ｂ） 4,118,388

2,542,562

4,118,388

2,542,562

参考 0 　　　　　
6,397,826
2,562,708
8,347,940
2,586,185

0 0
>

Ｂ÷Ｃ＝

便　益　集　計　表
（治山事業）

地すべり防止事業
川下

大　区　分 備　　　　考中　区　分

土砂流出防止便益

土砂崩壊防止便益

費用便益比
（ｉ＝０．０２）

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.50

費用便益比
（ｉ＝０．０１）

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.23

山地保全便益

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 ＝ 1.62
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評価箇所概要図

地  区 名

愛媛県

整理番号

事  業 名 民有林補助治山事業（地すべり防止） 川下（かわしも）

事業対象区域

③ 事業対象区域全景② 百ヶ市集落① 国道33号線

⑥ 林内クラック発生状況

⑤ 林道擁壁の被災状況

事業対象区域
保全効果区域
保全対象

凡　　例

③

①

②

面河第３ダム

百ヶ市集落

5戸

一級河川面河川

国道33号線

町道中津線

⑤

林道休場百々市線

林道奈良藪線

⑥

夜鳴川

④ 山腹崩壊状況

④

⑦ 抑制工（集水井）の実施状況

⑦
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様式 2 

期 中 の 評 価 個 表
整理番号 

事業名 
民有林補助治山事業 

（復旧治山） 
都道府県名 宮崎県 

地区名 長薮（ながやぶ） 計画期間 令和２年度～11 年度(10 年間) 

市町村名 西米良村（にしめら） 実施主体 宮崎県 

 事業の概要・目的  本地区は、児湯
こ ゆ

郡西米良村の北部に位置する。東西を井戸
い ど

内谷
うちだに

により開析の進

んだ谷に挟まれ、尾根地形上に位置する南向きの急傾斜地である。 
むらしょ

み

調査地周辺である村所地域には、古第三系付加コンプレックスである古第三系
ひゅうが しろ

日向層群が分布し、調査地には銀鏡川ユニットの砂岩層および泥岩層が分布す

る。 

令和２年には豪雨等により渓流の荒廃と地すべり性崩壊が確認され、更なる崩

壊や堆積した不安定土砂が流出した場合、下流の民家や道路等が被害を受けるた

め、令和２年度から復旧治山工事に着手したところである。 

本事業は、谷止工２基による渓床の安定に加えアンカー工及び法枠工による山

腹の安定を図る計画としていたが、山腹の解析及び詳細設計を実施した結果、想

定よりすべり面が深いことが判明したことから、地下水を排除するための地下水

排除工を追加する必要が生じたことから、全体計画を見直し、総事業費の増額及

び計画期間の延長を行う。 

（「林野公共事業の事業評価実施要領」第７の２に基づく期中評価と併せて事

業計画の変更を実施する。） 

＜現行の全体計画＞ 

・主な工事内容：谷止工 ２基、アンカー工 144本、法枠工 5,842ｍ2

・事業期間

・総事業費

：令和２年度～令和９年度 

：721,000千円（税抜き655,455千円） 

＜見直し後の全体計画＞ 

・主な工事内容：谷止工 ２基、排土工 12,924㎥、アンカー工 239本

・事業期間

・総事業費

  法枠工  4,000ｍ2、地下水排除工 

650ｍ ：令和２年度～令和11年度 

：1,148,733千円（税抜き1,044,303千円） 

①費用便益分析の算

定基礎となった要

因の変化

 本事業の費用便益分析における主な便益は山地保全便益で、山腹工等の施工に

より土砂流出や山腹崩壊等の防止に寄与する効果を算定したものである。 

総 便 益(B)     1,966,461千円 

総 費 用(C)    1,009,817千円 

分析結果(B/C)  1.95 

７

（案）
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②森林・林業情勢、

農山漁村の状況そ

の他の社会経済情

勢の変化

地区の下流には人家や林道、農地等の保全対象が存在しており、令和２年度の

事業着手後、保全対象に変化はない。 

・主な保全対象：人家１戸、林道2.0ｋｍ、農地2.1ha

③事業の進捗状況 令和７年度末までに、排土工1,240㎥、アンカー工15本が完成しており、進捗

率は今回の計画変更により約23％となる見込みである。 

④関連事業の整備状

況

なし 

⑤地元（受益者、地

方公共団体等）の

意向

（西米良村） 

当地区の山林が崩壊しますと、下流域の人家や道路に重大な被害をあたえま

す。つきましては、地域住民の生活を守るため、治山事業で対策事業を早急に実

施して頂くようお願い申し上げます。 

（井戸内養魚場） 

 山林が崩壊し土砂が渓流に流出しますと、濁水が発生し、魚への影響が懸念さ

れるため、本事業の早期・確実な完成を要望します。 

（一ツ瀬
ひ と つ せ

川
がわ

水系流域治水協議会、一ツ瀬川濁水対策評価検討委員会） 

 二級河川井戸内谷川への土砂の流出を防止し、河川の流域治水や濁水対策のた

めにも、本事業の継続と早期・確実な概成を要望します。 

⑥事業コスト縮減等

の可能性

 対策工の計画は、現地において最も確実性が高く効果的かつ効率的な工種・工

法を採用している。 

⑦代替案の実現可能

性

調査測量の結果等を踏まえ、現地において最も確実性が高く効果的か効率的な

工種・工法を採用しており、代替案はない。 

 評価結果及び事業の

実施方針 

・必要性： 地すべり性崩壊により、下流の道路、人家等に被害が及ぶおそれが

あり、地元からも対策を強く要望されているところ。本事業を実施

し、森林の有する公益的機能を高度に発揮させることにより、国土の

保全と民生の安定に資するため、事業の必要性が認められる。 

・効率性： 対策工に当たっては、現地調査等の結果を踏まえ、現地に置いて最

も確実性が高く効果的かつ効率的な対策工の組み合わせによりコスト

縮減を図っており、事業の効率性が認められる。 

・有効性： 本事業の実施により、道路や人家等の保全が図られ、民生の安全・

安心の確保が見込まれるため、本事業の有効性が認められる。 

・事業の実施方針： 本事業は必要性、効率性、有効性が認められ、また、地元

からは早期・確実な概成の要望も強いことから、事業計画を

変更した上で、事業を継続することは妥当と判断される。 
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様式１

事 業 名　： 都道府県名： 宮崎県
施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

洪水防止便益 36,972

流域貯水便益 4,959

水質浄化便益 20,528

土砂流出防止便益 374,055

土砂崩壊防止便益 1,529,947

総　便　益    （Ｂ） 1,966,461

1,009,817

1,966,461

1,009,817

参考 0 0   

3,013,915

1,023,598

3,873,353

1,031,668

費用便益比
(i=0.01)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.75

費用便益比
(i=0.02)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.94

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.95

便　益　集　計　表
（治山事業）

復旧治山事業
長薮

大　区　分 備　　　　考

水源涵養
かん

便益

山地保全便益
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評価箇所概要図

地  区 名

宮崎県

都道府県位置図

整理番号

事  業 名 民有林補助治山事業（復旧治山事業） 長薮（ながやぶ）

井戸内林道

500

550

600

650

700

750

800

700

750

800

850

900

950

500

550

600

650

700

750

750

800

850

650

500

550

600

1000

林
道
　
長
藪
線

林
道
　
長
藪
線

作業道作業道

作業道

井戸内谷

至 林道 米良・椎葉線

平成6年度既設 谷止工(コンクリート)

昭和47年度既設 谷止工(コンクリート)

昭和47年度既設 谷止工(コンクリート)

平成29年度既設 谷止工(コンクリート)

平成30年度既設 谷止工(コンクリート)

平成31年度既設 谷止工(コンクリート)

昭和45年度既設 谷止工(鋼製λ型)

令和3年度既設 NO1谷止工(コンクリート)

BM1

令和3年度計画 資材運搬道 L=50m

47

20
21 22

23
24

26
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28
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29
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31

32
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34
35

36
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50

平 面 図
長　藪
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17
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19

13

51
52

53
54

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42

987
6

5
4

3

2

1

計画 谷止工（コンクリート）

山腹工計画地
850.1

3

789.9
1

令和７年度

山腹工計画地

令和５年度完成 アンカー工

令和５年度完成 地下水排除

工

計画 アンカー工

①

①令和4年度実施済

み

③

③渓流内荒廃状況②山腹のクラック状況

②

④直下の人家

⑤

④

④下流の林道橋梁

都道府県位置図
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様式 2 

期 中 の 評 価 個 表
整理番号 

事業名 
民有林補助治山事業 

（復旧治山） 
都道府県名 宮崎県 

地区名 竹元谷（たけもとだに） 計画期間 令和４年度～12 年度(９年間) 

市町村名 西米良村（にしめら） 実施主体 宮崎県 

 事業の概要・目的 本地区は、児湯
こ ゆ

郡西米良村の西部に位置する。古第三紀中期始新世～前期漸
ぜん

新世
しんせい

日向
ひゅうが

層群銀
しろ

鏡
み

川ユニットが分布する地域にある。現地は砂岩や砂岩の優勢す

る砂岩泥岩互層、泥岩の優勢する砂岩泥岩互層等の露頭
ろ と う

が確認される。 

令和元年９月21日～22日にかけての豪雨（台風17号）により調査地山腹で地す
たけのもと

べり性崩壊が発生し直下の林道竹之元線が被災し、この崩壊により土砂の一部が

林道竹之元線に面する竹之元川へ流出し下流の集落へ土石が流出した。 

また、令和２年７月には、豪雨により右側壁部上方斜面及び中腹斜面（末端崩

壊）において拡大崩壊が発生し更なる拡大崩壊のおそれが生じた。このため、下

流の人家や道路等を保全するため、令和４年度から復旧治山事業に着手したとこ

ろである。 

本事業は、想定すべり面を用いた抑止工の概略設計（アンカー工、排土工）に

より山腹の安定を図る計画としていたが、解析及び詳細設計を実施した結果想定

よりすべり面が深いことが判明し、抑止工の数量を増工する必要が生じたことか

ら、全体計画を見直し、総事業費の増額及び計画期間の延長を行う。 

（「林野公共事業の事業評価実施要領」第７の２に基づく期中評価と併せて事

業計画の変更を実施する。） 

＜現行の全体計画＞ 

・主な工事内容：排土工 22,420㎥、アンカー工 228本

・事業期間

・総事業費

：令和４年度～令和８年度 

：800,000千円（税抜き727,272千円） 

＜見直し後の全体計画＞ 

・主な工事内容：排土工 24,506㎥、アンカー工 547本

・事業期間

・総事業費

：令和４年度～令和12年度 

：2,009,244千円（税抜き1,826,585千円） 

①費用便益分析の算
定基礎となった要
因の変化

 本事業の費用便益分析における主な効果は山地保全便益であり、山腹工等の施

工により土砂流出や山腹崩壊の防止に寄与する効果を算定したものである。 

総 便 益(B)     5,615,093千円 

総 費 用(C)    1,716,852千円 

分析結果(B/C)  3.27 

８

（案）
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②森林・林業情勢、
農山漁村の状況そ
の他の社会経済情
勢の変化

本地区の下流には人家や林道、農地等の保全対象が存在しており、令和４年度

の事業着手後、保全対象に変化はない。 

・主な保全対象：人家10戸、村道0.2ｋｍ,林道2.0ｋｍ、農地2.1ha

③事業の進捗状況 令和７年度末までに、排土工5,313㎥及びアンカー工96本が完成しており、進

捗率は今回の計画変更により約18％となる見込みである。 

④関連事業の整備状
況

なし 

⑤地元（受益者、地
方公共団体等）の
意向

（西米良村） 

当地区の山林が崩壊しますと、下流域の人家や道路に重大な被害をあたえま

す。つきましては、地域住民の生活を守るため、治山事業で対策事業を早急に実

施して頂くようお願い申し上げます。 

（竹元谷地区） 

二級河川竹之元川への土砂の流出を防止し、人家や道路等の保全を図るために

も、本事業の継続と早期・確実な概成を要望します。 

（一ツ瀬
ひ と つ せ

川
がわ

水系流域治水協議会、一ツ瀬川濁水対策評価検討委員会） 

 二級河川竹之元川への土砂の流出を防止し、河川の流域治水や濁水対策のため

にも、本事業の継続と早期・確実な概成を要望します。 

⑥事業コスト縮減等
の可能性

 対策工の計画は、現地において最も確実性が高く効果的かつ効率的な工種・工

法を採用している。 

⑦代替案の実現可能
性

調査測量の結果等を踏まえ、現地において最も確実性が高く効果的か効率的な

工種・工法を採用しており、代替案はない。 

 評価結果及び事業の
実施方針 

・必要性： 地すべり性崩壊により下流の道路、人家等に被害が及ぶおそれがあ

り、地元からも対策を強く要望されているところ。本事業を実施し、

森林の有する公益的機能を高度に発揮させることにより、国土の保全

と民生の安定に資するため、事業の必要性が認められる。 

・効率性： 対策工に当たっては、現地調査等の結果を踏まえ、現地において最

も確実性が高く効果的かつ効率的な対策工の組み合わせによりコスト

縮減を図っており、事業の効率性が認められる。 

・有効性： 本事業の実施により、道路や人家等の保全が図られ、民生の安全・

安心の確保が見込まれるため、本事業の有効性が認められる。 

・事業の実施方針： 本事業は必要性、効率性、有効性が認められ、また、地元

からは早期・確実な概成の要望も強いことから、事業計画を

変更した上で事業を継続することは妥当と判断される。 
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様式１

事 業 名　： 都道府県名： 宮崎県
施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

土砂流出防止便益 5,605,195

土砂崩壊防止便益 9,898

総　便　益    （Ｂ） 5,615,093

1,716,852

5,615,093

1,716,852

参考 0 0

8,825,333

1,764,725

11,493,569

1,791,176

便　益　集　計　表
（治山事業）

復旧治山事業
竹元谷

大　区　分 備　 　考

山地保全便益

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.27

費用便益比
(i=0.02)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 5.00

費用便益比
(i=0.01)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 6.42
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評価箇所概要図

地  区 名

宮崎県

整理番号

事  業 名 民有林補助治山事業（復旧治山事業） 竹元谷

BM.6

660.3
99

G

G

土砂堆積

センサー

センサー

センサー

センサー

竹
之
元
川

T.1

706.7
92

T.2

712.5
62

T.3

706.3
15

T.4

686.9
07

T.4-1

684.5
11

T.5

672.0
36

T.6

666.1
21

T.7

648.1
63

T.8

616.1
52

T.9

595.3
22

T.10

570.1
06

T.10-
1

572.3
81

T.11

568.4
44T.12

556.3
87

T.13

538.4
42

A.1

684.5
37

A.1-1

673.3
20

A.2

684.1
39

A.3

669.4
91

A.4

663.9
71

A.5

659.9
08

A.6

655.2
67

BV-2
BV-3 BV-4 BV-5

BV-9BV-8

主測線(B)

副測線(A)

副測線(C) センサー2

センサー4

センサー3

センサー5

センサー6

センサー8

ばらまき型傾斜計

ばらまき型傾斜計

ばらまき型傾斜計

ばらまき型傾斜計

ばらまき型傾斜計

ばらまき型傾斜計

C0 C1 C2 C3 C5C4 C6 C9 C10 C11 C13 C14 C16 C18 C21 C22 C27 C28 C31 C32 C33 C34 C35 C40 C41 C42 C51 C52

A0 A1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8 A19 A21 A22 A23 A24 A26 A27 A28 A29 A30 A31 A32 A36 A37 A38 A39 A40 A41 A44 A46 A48 A50 A56 A57 A58 A59 A60 A61 A62 A63 A64 A66

C37 C38 C43 C44 C45 C46 C4
7 C48 C49 C50 C51C7 C8 C12 C15 C17 C20C19 C23 C24 C25 C26 C29 C30 C36 C39

A9 A10

A14

A13A12A11 A18A17A15
A16

A20 A25 A34A33 A35 A42 A43 A45 A47 A49 A51 A52 A53 A54 A55 A65

1 2 3 4 5 6 7 8 8' 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 250 19' 19''1 2 3 4 5 6 7 8 8' 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 470 19' 19''

S基線

BV-1'

S-1

S-2

S-3
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568.4
44T.12

556.3
87

665660

下-NO.1

下-NO.2

下-NO.3

下-NO.4

中-NO.1

中-NO.2

中-NO.3

中-NO.4

中-NO.5

上-NO.1

上-NO.3

上-NO.6

上-NO.8

下-基準線1

中-基準線1

上-基準線1 上-基準線2 上-基準線3 上-基準線4

中-NO.6

上-NO.6

上-基準線1 上-基準線2 上-基準線3 上-基準線4

665

660

655

650

645

6
4
0

6
2 0

6
30

6 3
5

6
2
5

6
2
0

6
1
5

6
1
0

6
0
5

6
0
0

5
9
5

5
9
0

5
8
5

5
8
0

670 675 680

675

6
7 0

65 5

65 0

6 65

6 60

6 80

平成３１年度　災害関連緊急治山事業

上段ボーリング暗渠工 n=10本
ΣL=374.0m

平成３１年度　災害関連緊急治山事業

下段ボーリング暗渠工 n=8本
ΣL=243.0m

平成３１年度　災害関連緊急治山事業

平成24年度既設

谷止工(コンクリート)

平成11年度既設

谷止工(コンクリート)

平成11年度既設 NO1谷止工(コンクリート)

令和２年度　林地荒廃防止施設災害復旧事業

実施済

アンカー工・排土工

令和７年度計画

アンカー工・排土工次年度以降計画 アンカー工

①②

③

①令和4年度実施済

み

②山腹のクラック状

況

③山腹の崩壊状況

④

⑤

④下流の人家

⑤直下の林道、河川

（たけもとだに）
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